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はじめに 

埼玉県では、横瀬町横石沢（二二九沢）で７名が亡くなった昭和 22年（1947）のカスリーン

台風以降の 73年間、幸いにして人命に関わる土砂災害は発生していない。令和元年東日本台風

（2019）でもカスリーン台風を超える規模の降雨であったが、県内で 28件の土砂災害が発生し

たものの人的被害はなかった。これらの記録だけでは埼玉県は土砂災害リスクが低いと認識され

がちだが、令和元年東日本台風では秩父市別所で幅約 400m・長さ約 300m という国内最大級の地

すべりが発生しており、こうした土砂災害のおそれのある箇所は、県西部の山間・丘陵地に限ら

ず、県南部の低地にも多数あることも忘れてはならない。 

上述のように過去の大災害と同規模以上の降雨にも関わらず人的被害が発生しなかったのは、

いわゆるソフト対策である警戒避難体制の効果に加え、昭和 22年当時にも「砂防関係施設の設

置された渓流では被害が皆無に近かった」といわれているように、これまでに整備してきた砂防

関係施設が効果を発揮した結果でもある。このような、砂防関係施設は防災インフラとしての効

果が期待される一方で、整備に多大な費用と時間を要することから、依然として未整備の箇所が

数多く残っている状況にある。 

このような状況の中で、限られた財源を効率的に活用し、早期に効果を発現していくために

は、優先度の高い箇所から計画的に整備していく必要がある。また、近年は気候変動による豪雨

が頻発し、設計段階に想定していた規模を超える降雨が増えていることから、ハード対策として

砂防関係施設の整備を行った場所であっても命を守るための警戒避難は不可欠である。さらに、

本格的な人口減少・高齢化社会が進展していく中、短期的には避難が困難な方々を砂防関係施設

の整備で守りつつも、将来的には災害リスクの低い土地へ居住誘導していく防災・減災まちづく

りの動向も視野に入れて砂防関係施設の整備を進めなければならない。 

本計画は、上記の現状や課題を踏まえつつ、土砂災害から県民の生命・財産を守ることを目的

とした「土砂災害防止対策の方針」、「砂防関係施設の整備計画」についてとりまとめたものであ

る。また、本計画の別冊付録は、県職員として砂防事業を担うことになった職員の一助となるこ

とを期待し、事業遂行に必要な参考資料として集めたものである。 

なお、本計画は、基礎調査の結果など変化していく土地利用状況、流域治水による社会経済情

勢の変化に対応できるよう 5年ごとに見直しを行うことにしているが、随時必要な変更や修正が

加えられるようしていく。 

 

                               令和３年３月 

 埼玉県県土整備部河川砂防課 
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 整備計画作成の背景と目的 

第１章では、整備計画作成の背景と目的を述べる。 

1.1 背 景 

埼玉県砂防関係施設整備計画作成の背景を以下に示す。 

 土砂災害防止法に基づく土砂災害警戒区域（5,225 区域）の指定完了 

埼玉県は、「土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律」に基づき実

施した基礎調査（1巡目）により抽出した区域について、令和 2年 10 月 20 日に全ての箇所で土

砂災害警戒区域の指定が完了した（5,225 区域）。 

今後の砂防事業は、土砂災害危険箇所（4,219 箇所）ベースから、土砂災害警戒区域をベース

とした見直しが必要である。 

 

 災害の激甚化、人口減少・高齢化などの社会経済情勢の変化 

近年、地球温暖化や地球環境の変化等の影響により、降雨環境が変化している。また、地形や

地質に起因した潜在的な土砂災害リスクの高い箇所は、局地化・激甚化した降雨により、これま

で以上に災害によるリスクが高まっている。平成 29 年 7 月の九州北部豪雨では、福岡県朝倉市

で総雨量 586mm を観測し、土砂災害、流木被害が発生した。また、平成 30年 7 月の西日本豪雨

では、西日本を中心に広い範囲で大雨となり、広島県をはじめ同時多発的な土砂災害が発生し

た。 

埼玉県では、平成 30 年までの過去 10 年間で 30 件以上もの土砂災害に加え、令和元年には台

風 19号（以下、「令和元年東日本台風」とする）により、28 件の土砂災害が発生した。 

また、県内の将来の人口は、特に中山間地域において顕著に減少する見込みとなっている。

2015 年と 2045 年の高齢化率のデータについて、県土整備事務所別に整理すると、飯能県土、東

松山県土、秩父県土、本庄県土において、2045 年には 65 歳以上の高齢者が占める割合が 40%を

超えており、これらの地域では、今後、若年層の人口流出や高齢者の増加による要配慮者利用施

設の需要増加が見込まれる。 

今後は、災害の激甚化、人口減少・高齢化などの社会経済情勢の変化や、流域治水に基づいた

いのちとくらしを守る土砂災害対策の考えを踏まえた、砂防事業の推進が必要である。 

 

1.2 目 的 

背景を踏まえた、埼玉県砂防関係施設整備計画作成の目的は、以下の三点である。 

① 土砂災害警戒区域（5,225 区域）をベースとし、改めて整備の優先順位と計画期間を定め

ることで、目標の明確化を図る。 

② 予算要求（新規事業化箇所）の根拠資料とし、設計ストックや予算・人員の確保に活用す

る。 

③ 事業に係る資料を別冊付録としてオールインワン化し、職員の参考資料とする。 
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 埼玉県の土砂災害対策の現状と課題 

第 1 章では、整備計画作成の背景と目的を示した。本章では、埼玉県における土砂災害対策の

現状と課題について説明する。 

2.1 現状 

土砂災害対策の現状、土砂災害ハード対策の効果、埼玉県内の現状について以下に示す。 

 土砂災害対策の現状 

 土砂災害防止法の制定と近年の土砂災害 

従前、土石流・地すべり・急傾斜地崩壊に対する土砂災害対策は砂防三法（砂防法、地すべり

等防止法、急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律）に基づいて、指定区域に対する土砂

の流出等を助長する行為の制限、対策施設の整備など土砂の発生源におけるハード対策が中心に

行われてきた。しかし、数多く存在する土砂災害のおそれのある箇所に対し、対策を行うには膨

大な時間と費用を要する。また、近年では全国的に山際まで宅地化が進み、土砂災害により住民

の生命が脅かされる状況が多く発生している。このため、平成 11 年の広島における土砂災害を

契機として、平成 13 年、「土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策推進に関する法律（土

砂災害防止法）」が制定された（図 2.1.1，図 2.1.2）。これにより、警戒避難体制の整備及び新

規開発抑制や建築物の構造規制等が行われるようになり、土砂災害対策はハード対策に加えソフ

ト対策も拡充し、土砂災害の原因地対策に加え、被害を受ける区域の対策を含めた総合的な対策

へ変化したといえる。 

一方で、住民の自発的な避難行動を促すため、気象台・都道府県による土砂災害警戒情報の発

表や、土砂災害警戒区域の指定箇所の一般公開、ハザードマップの作成、避難計画策定、避難訓

練の実施等も全国的に行われている。また、近年では、高齢者の逃げ遅れや要配慮者利用施設の

被災等を受けて、平成 29年には土砂災害防止法が改正され、要配慮者利用施設の避難確保計画

の作成及び避難訓練の実施が義務化された。 

このように官民一体となり土砂災害対策は着実に進められているが、毎年のように土砂災害は

発生し、特に令和元年東日本台風では多数の土砂災害に見舞われ尊い命が失われた。土砂災害か

ら住民の生命と財産を守るため、今後もハード、ソフト両面からより一層土砂災害対策を拡充し

ていく必要がある。 

 

 土砂災害の種類と特徴 

土砂災害には主に 3種類あり、土石流・地すべり・急傾斜地の崩壊に大別される。それぞれ土

砂災害警戒区域・特別警戒区域の指定要件は異なり、また現象としての特性も異なる。 

土石流は「山腹が崩壊して生じた土石等又は渓流の土石等が水と一体となって流下する現象」

であり、豪雨時に一定の勾配以上の渓流で発生する可能性がある。流水が急に濁る、土の匂いが

するなどの前兆現象を伴う場合があるが、発生は突発的で、速いスピードで流下するため避難ま

での時間が短く、地形にもよるが広範囲に影響を及ぼす。 

地すべりは「土地の一部が地下水に起因して滑る現象、またはこれに伴って移動する現象」

で、急傾斜地の崩壊に対し、比較的緩勾配で発生する。豪雨時等、地下水位の上昇を受けて急激

に変状が確認されることもあるが、変状はゆっくり継続的に確認されることが多い。 

急傾斜地の崩壊は「傾斜が 30度以上ある土地が崩壊する現象」で、湧水、小石がパラパラと

落ちてくるなどの前兆現象を伴う場合もあるが、突発的に発生する。 
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出典：国土交通省砂防部 https://www.mlit.go.jp/river/sabo/sinpoupdf/gaiyou.pdf） 

図 2.1.1 土砂災害防止法の概要 

出典：国土交通省砂防部 HP https://www.mlit.go.jp/river/sabo/sinpoupdf/gaiyou.pdf 

図 2.1.2 土砂災害警戒区域 
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 土砂災害ハード対策の効果 

土砂災害対策においては、施設によるハード対策、警戒避難によるソフト対策の両面から取り

組んでいく必要があるが、土砂災害のおそれのある全ての箇所にハード対策を施すことが現実的

に不可能である以上、ソフト対策による対応が主体となる場合が多い。一方で、ハード対策によ

り土砂災害を事前に防いだ事例は多数報告されており、住民の生命と財産を守るために、砂防関

係施設の整備を確実に進める必要がある。埼玉県内においても、直近では令和元年東日本台風で

合計 28 件の土砂災害が発生したが（図 2.1.3）、人的被害を伴う土砂災害は、昭和 22年カスリ

ーン台風における横石沢（横瀬町）の土石流災害以降発生していない。今後も土砂災害から住民

の生命と財産を守るため、県内 5,225 区域の土砂災害警戒区域に対して、対策の優先度を検討

し、優先度の高い箇所からハード対策を実施していく必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：埼玉県の砂防 2020 

図 2.1.3 令和元年台風 19 号における土砂災害の被害状況と土砂災害対策の効果 

 

 埼玉県内の状況 

 土砂災害危険箇所ベースの整備率 

埼玉県では、土砂災害危険箇所調査要領（「土石流危険渓流および土石流危険区域調査要領

（案）」平成 11 年 4 月建設省河川局砂防部砂防課、「急傾斜地崩壊危険箇所点検要領」平成 11 年

11 月建設省河川局砂防部傾斜地保全課、「地すべり危険箇所調査要領」平成 8 年 10 月建設省河

川局砂防部傾斜地保全課）に基づき調査を行い、平成 15 年 3 月に土石流・急傾斜地の崩壊・地す

※ 明治 43 年、昭和 13 年、昭和 22 年の死者数は、水害・土砂災害の合計である。 

皆野町金沢（がけ崩れ） 秩父市別所（地すべり） 

飯能市唐竹（土石流） 
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べりが発生する危険のある箇所として合計で 4,219 箇所を公表している。そのうち、ランクⅠ

（人家 5戸以上または公共施設等のある箇所）を要整備箇所として、砂防関係施設の整備を進

め、現在では要整備箇所 1,440 箇所のうち 192 箇所が概成している状況である（表 2.1.1）。 

表 2.1.1 土砂災害危険箇所ベースの要整備箇所数と概成数

 

図 2.1.4 埼玉県内の土砂災害危険箇所（4,219 箇所） 

 

 土砂災害防止法に基づく基礎調査、区域指定 

埼玉県は、「土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律」に基づき平

成 16年度から平成 27 年度までに実施した基礎調査により抽出した区域（5,225 区域）につい

て、令和 2年 10 月 20 日に全ての箇所で土砂災害警戒区域の指定が完了した（表 2.1.2）。 

現在は、地形の変化等を確認し、必要な箇所について区域の見直し等を行うための２巡目の 

基礎調査を実施している。 

表 2.1.2 土砂災害警戒区域の指定状況 

 

 砂防事業費の推移と施工実績 

埼玉県の砂防事業当初予算は、平成 7年をピークに現在では約 33%まで縮小しており、近年で

は約 10～15 億円程度で推移している（図 2.1.5）。 

また、県内における砂防堰堤等の整備は、近年では国庫補助・交付金事業により年間約 15 箇

所程度で事業を実施しており、年間 1～2箇所概成している。 

土石流 急傾斜地 地すべり 合計 指定率

土砂災害警戒区域の指定対象 1,497 3,620 108 5,225

うち指定数 1,497 3,620 108 5,225 100%

土砂災害特別警戒区域の指定対象 1,214 3,514 4,728

うち指定数 1,201 3,392 4,593 97.1%

  土石流危険渓流 

  地すべり危険箇所 

  急傾斜地崩壊危険箇
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図 2.1.5 砂防事業費の推移（年度） 

 自然条件 

①地形・地質条件 

埼玉県は、面積約 3,798km2で国土の約 1%を占める。山地は面積の約 32%を占めており、その

他は低地 37%、台地 24%、丘陵地 6%である。地形は八王子構造線によっておおよそ東西に分けら

れ、構造線以西には秩父山地が広がっており、県内の土砂災害は主に秩父山地において発生して

いる。構造線以東には 9つ（児玉、松久、比企、吉見、岩殿、毛呂山、高麗、加治、狭山）の丘

陵が広がり、丘陵に一段低い台地群（本庄、櫛引、江南、東平、東松山、高坂、毛呂山、入間、

武蔵野）が続いている。台地群には低地が続き、低地の中央部に大宮台地が位置しており、県内

の人口の多くは低地部に集中している。地質は地形をよく反映しており、低地～台地は未固結

（泥）・未固結（砂）・火山性ロームが大半を占め、丘陵・山地は多様な地質が分布する。 

 

 
 

図 2.1.6 埼玉県の地形区分図（上）と地質分布図（下） 

八王子構造線 

八王子構造線 

出典：国土交通省 国
土調査（土地分類調
査・水調査）に加筆 
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②気象条件（豪雨の発生回数の増加） 

埼玉県の年間降水量は約 1,330mm（さいたま観測所における年間のデータがある 1977～2019

年の平均値）であり、国内では比較的少ない降水量であるが、近年の降水量を見ると、豪雨の発

生回数は近年増加傾向にある（図 2.1.7）。 

 

図 2.1.7 降雨状況の経年変化  
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③土砂災害の発生状況 

平成 18 年～30年の県内における土砂災害発生件数は 99 件で、うち 7 割（70 件）は秩父県土

管内において発生しており（図 2.1.8）、災害の種別としてはがけ崩れ・崩壊が多い。人的被害

を伴う土砂災害は昭和 22年（カスリーン台風）以降発生していない。カスリーン台風において

は、横瀬町の横石沢において土石流が発生し死者は 7名であった（図 2.1.9）。 

 

図 2.1.8 災害発生個所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：http://www.pref.saitama.lg.jp/a1007/sabo1/saitama-sabo.html 
http://www.pref.saitama.lg.jp/a1007/sabo1/documents/1gennjyoukadai.pdf 

図 2.1.9 カスリーン台風で発生した横石沢の土石流（埼玉県 HP より） 

 



 

9 

 

令和元年東日本台風では、全国的に記録的な豪雨に見舞われ多数の土砂災害が発生した。埼玉

県においても秩父市浦山などで大雨となり、秩父ミューズパークや別所浄水場の裏山等、計 28

箇所で土砂災害が発生したが、幸いにも人的被害はなかった（図 2.1.10、図 2.1.11）。 

 
図 2.1.10 令和元年東日本台風における土砂災害の発生位置図 

 

図 2.1.11 令和元年東日本台風で発生した土砂災害 
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 社会条件 

①人口現象・高齢化の進行 

県内の将来の人口は、特に中山間地域において顕著に減少する見込みである（図 2.1.12）。ま

た、県土整備事務所管内別に見ると、2045 年に 65 歳以上の高齢者が人口に占める割合が 40%を

超えるのは飯能県土、東松山県土、秩父県土、本庄県土である（表 2.1.3）。 

 
出典：国立社会保障・人口問題研究所 報告書「日本の地域別将来推計人口」データ 

図 2.1.12 2020 年と 2045 年を比較した場合の人口減少率（％） 

 

表 2.1.3 高齢者が占める割合（県土整備事務所別） 

 
※土砂災害警戒区域・土砂災害特別警戒区域が存在しない行田・杉戸県土整備事務所は示していない。 

出典：国立社会保障・人口問題研究所 報告書「日本の地域別将来推計人口」データ 

  

75歳以上が占める割合
2015年 2045年 2015年 2045年

さいたま県土 22% 32% 10% 18%
朝霞県土 21% 30% 9% 16%
北本県土 26% 39% 11% 22%
川越県土 26% 37% 11% 21%
飯能県土 27% 42% 11% 24%
東松山県土 28% 42% 12% 25%
秩父県土 32% 45% 17% 28%
本庄県土 27% 42% 12% 25%
熊谷県土 26% 39% 12% 22%
越谷県土 25% 35% 10% 19%

65歳以上が占める割合
県土事務所
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②全国的な土砂災害の被災の現状（要配慮者利用施設の被災等） 

土砂災害や洪水氾濫等による災害時要配慮者の被災が全国的に発生しており、土砂災害による

死者・行方不明者の約半数を要配慮者が占める（図 2.1.13）。 

要配慮者利用施設の被災事例として、近年では、平成 21 年 7 月中国・九州北部豪雨において

山口県防府市の特別養護老人ホームが土石流により被災した事例（図 2.1.14）や、平成 28 年台

風 10号による岩手県岩泉町の高齢者施設の被災事例、令和 2年 7月豪雨の熊本県球磨村の特別

養護老人ホームの被災事例等が挙げられる。これは、入居者の自力での避難が困難であること

や、土砂災害のおそれのある土地に立地する傾向にあることが原因として考えられる。 

なお、平成 28年台風 10号の被災を受けて水防法、土砂災害防止法等が改正され、要配慮者利

用施設の所有者または管理者に、避難確保計画の策定や避難訓練の実施が義務付けられている。 

 

出典：令和２年版国土交通白書 p.313 

https://www.mlit.go.jp/hakusyo/mlit/r01/hakusho/r02/pdf/np207100.pdf 

図 2.1.13 土砂災害による死者・行方不明者に占める高齢者・幼児等の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国土交通省 https://www.mlit.go.jp/common/001189351.pdf 

図 2.1.14 要配慮者利用施設の被災の例 （H21防府市土石流災害） 

  



 

12 

 

 

③重要交通網の被災（緊急輸送道路や鉄道の寸断） 

近年、土砂災害によって国道や鉄道等の重要交通網が寸断され、災害時に人命救急の妨げとな

る場合や、経済的にも影響が長期化する事例が多数報告されている（図 2.1.15）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：広島県 https://www.pref.hiroshima.lg.jp/uploaded/attachment/322119.pdf 

図 2.1.15 国道や鉄道の被災の例（平成 30年 7月豪雨、広島県） 

 

埼玉県内でも、土砂災害警戒区域・土砂災害特別警戒区域内に、災害時における重要なインフ

ラ施設である緊急輸送道路や鉄道が位置している箇所が多数ある（図 2.1.16）。 

 
図 2.1.16 緊急輸送道路、鉄道と土砂災害警戒区域が重なっている例（小川町） 
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④孤立集落の発生 

土砂災害等により迂回路のない道路が寸断され、孤立化する可能性がある集落は数多く存在す

る。孤立化集落は、道路等外部との物理的アクセスの断絶等によって、初動期の救助・救援活動

に遅れが発生するおそれがある。 

令和元年東日本台風では、埼玉県内でも 6箇所で孤立化集落が発生した。 

また、埼玉県内の市町村に対する孤立集落の発生リスクの把握状況に関する調査では、孤立集

落の発生リスクを把握していないと回答した市町村もある（図 2.1.17）。 

 

図 2.1.17 孤立集落の把握の有無 
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2.2 課題 

土砂災害対策の現状、埼玉県内の現状を踏まえ、砂防関係施設整備を計画するにあたっての課

題は、次のとおりである。 

 気候変動による豪雨頻度の増加、土砂災害の激甚化 

近年の気候変動により全国的に豪雨が多発し、土砂災害の外力が増大することが懸念されてい

る。埼玉県内の雨量データからは、従来は中山間地域での豪雨が多く都市部では少ない傾向であ

ったが、近年は都市部においても豪雨の回数が増加している傾向がみられる。特に全国的な被害

をもたらした令和元年東日本台風では、埼玉県内においても豪雨に見舞われ、秩父市浦山観測所

において累積雨量６８７ｍｍ、時間雨量５９ｍｍを記録する大雨となり、県内で合計２８件の土

砂災害が発生した。 

このため、短期的には優先度の高い箇所のハード整備を集中して実施し、中長期的を視野に、

土砂災害の前兆が確認された場合の速やかな事業化を想定した監視の強化や砂防関係施設の適切

な維持管理も図る必要がある。また、計画規模を超える外力の発生も想定し、ハードの有無に関

わらず、平時の備えや避難に有効な情報の充実を図る必要がある。 

 

 土砂災害警戒区域内に要配慮者利用施設・避難所・災害時に重要な施設が立地 

近年の土砂災害の傾向として、要配慮者利用施設の被災が課題となっており、埼玉県でも、土

砂災害警戒区域内に位置する要配慮者利用施設、避難所、災害時に重要な施設は多数あり、被災

のおそれがある。 

このため、自助・共助だけでは難しい要配慮者や災害時に人が集まることが想定される施設を

守るため、ハード整備を優先的に実施する必要がある。また、要配慮者を念頭に、平時の備えや

避難に有効な情報の充実を図る必要がある。 

 

 中山間地域における人口減少、高齢化 

埼玉県西部の中山間地域においては、人口減少および高齢化が進行している。今後、要配慮者

利用施設の利用者数は増加していくことが見込まれる。 

このため、短期的には、高齢者等をハード整備で守りつつ、リスクに備えた対応を促していく

必要がある。また、中長期的には、防災・減災まちづくりの中で、リスクの低い所への居住誘導

を促していく必要がある。 

 

 鉄道・防災上重要な道路の分断、孤立化集落の発生 

中山間地域と都市域を結ぶ鉄道や災害時に重要な緊急輸送道路が、土砂災害により分断される

おそれがある。そして、道路の分断により孤立化する可能性がある集落が存在する。 

このため、短期的には、暮らしや生業に関わる主要なインフラを守るため、短期集中的にハー

ド整備を実施する必要がある。また、中長期的には、防災・減災まちづくりの中で、リスクの低

い所へ居住誘導を促していく必要がある。 
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 国の土砂災害防止対策の方向性 

第 2 章では、埼玉県における土砂災害対策の現状と課題を示した。本章では、本県の砂防関係

施設整備計画において考慮すべき最新の国の土砂災害防止対策の方向性について説明する。 

3.1 「防災・減災、国土強靭化のための５か年加速化対策」の推進 

令和 2年 2月、「防災・減災、国土強靭化のための５か年加速化対策」が閣議決定され、国民

の生命・財産、国家・社会の重要な機能を守るための取り組みを加速化・深化するために、令和

7 年までの 5 か年で重点的・集中的に実施する対策について取りまとめられた（図 3.1.1）。 

土砂災害対策にかかる取組としては「いのちとくらしを守る土砂災害対策の推進（「流域治

水」に基づいた事業防災対策）」、「予防保全型維持管理への転換に向けた老朽化対策」「砂防関係

事業における DX の推進」とされている（図 3.1.2、図 3.1.3、図 3.1.4）。 

 

 

出典: 国土交通省水管理・国土保全局砂防部資料 

図 3.1.1 防災・減災、国土強靭化のための５か年加速化対策の概要 
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出典: 国土交通省水管理・国土保全局砂防部資料 

 

出典: 国土交通省水管理・国土保全局砂防部資料 

図 3.1.2 5 か年加速化対策における砂防関係事業（流域治水・老朽化対策） 
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出典: 国土交通省水管理・国土保全局砂防部資料 
図 3.1.3 5 か年加速化対策における砂防関係事業（ＤＸ） 

 

 
出典: 国土交通省水管理・国土保全局砂防部資料 

図 3.1.4 土砂災害対策により地域社会の「いのち」と「くらし」を守る取組 
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3.2 土砂災害防止対策基本指針の改定 

令和 2年 8月、国土交通省が定める土砂災害防止対策基本指針が変更された（図 3.2.1）。変

更後の土砂災害防止対策基本指針の概要を以下に示す。 

 基本的な事項 

土砂災害警戒区域等の早期指定完了、土砂災害警戒区域等の認知度向上を図る。 

行政の知らせる努力、住民の知る努力による自主的な備えや避難行動を促進する。 

中長期的には、危険な区域にはできるだけ人が住まないようなまちづくりを目指す。 

 基礎調査の実施 

概ね 5年ごとの基礎調査と基礎調査結果の公表を行う。  

２巡目以降の基礎調査における高精度な地形情報を利用した危険箇所の抽出を行う。 

 土砂災害警戒区域等の指定 

基礎調査結果の公表後の速やかな指定と、現地標識の設置により区域の周知を実施する。 

 警戒避難体制の整備 

市町村地域防災計画への掲載、ハザードマップの整備、避難訓練の実施を推進する。また、避

難場所の見直し、垂直避難などの次善の策検討、計画時の専門家活用など推進する。 

要配慮者利用施設における避難確保計画作成、避難訓練の実施についても推進する。 

 警戒避難に資する情報の提供 

避難勧告等の判断に資する土砂災害警戒情報の発表を行う。 

 国・都道府県による緊急調査の実施、土砂災害緊急情報の周知 

河道閉塞による湛水など、高度な技術力を要する災害時は、緊急調査を実施する。 

緊急調査の結果、重大な災害が急迫している場合は、土砂災害緊急情報を通知する。 

出典: 国土交通省水管理・国土保全局砂防部資料 

図 3.2.1 土砂災害防止対策基本指針の主な変更のポイント 
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3.3 立地適正化計画の強化による安全なまちづくり 

  頻発・激甚化する自然災害に対応するため、災害ハザードエリアにおける新規立地の抑制、

移転の促進、立地適正化計画の強化など、安全なまちづくりのための総合的な対策を講じること

が必要になり、都市計画法及び都市再生特別措置法が改正された（図 3.3.1）。これを受け、「立

地適正化計画作成の手引き」が改訂された。これには、立地適正化計画の居住誘導区域から災害

レッドゾーン（土砂災害特別警戒区域）を原則除外することや、立地適正化計画の居住誘導区域

内で行う防災対策・安全確保策を定める「防災指針」の作成が明記された。 

出典：国土交通省都市局都市計画課資料 

図 3.3.1 都市計画法及び都市再生特別措置法の改正概要 

 

 現在、埼玉県秩父市では、都市計画マスタープラン・立地適正化計画において「防災指針」を

定め、災害に強いまちづくりを進めている（図 3.3.2）。 
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出典：国土交通省都市局都市計画課資料 

図 3.3.2 防災指針の検討状況：埼玉県秩父市
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 土砂災害防止対策の方針 

本章では、第３章「国の土砂災害防止対策の方向性」を踏まえ、第２章で示した「埼玉県の土

砂災害対策の現状と課題」に対応するための埼玉県における土砂災害防止対策の基本方針を示す

とともに、方針に基づいて設定したハード対策（砂防関係施設整備）とソフト対策（警戒避難、

防災・減災まちづくり）の計画期間と達成水準を示す。 

 

4.1 土砂災害防止対策の基本方針 

県民の生命・財産を守ることを目的に、いのちとくらしを守る防災・減災の考えを踏まえ、防

災・減災まちづくりとも連携し、ハード対策とソフト対策を組み合わせた土砂災害防止対策を以

下の方針で推進する。 

 

 ハード対策の基本方針（砂防関係施設の整備） 

土砂災害の３現象（土石流、地すべり、急傾斜地崩壊）は発生メカニズム、災害規模や影響範

囲が異なることから、「土石流」・「地すべり」・「急傾斜地崩壊」の現象ごとに整備の考え方を定

め、達成水準を設定する。 

また、現象ごとの優先すべき順を定める場合は、発生した時の被害や影響の大きさ、公共性の

観点から、「地すべり」「土石流」「急傾斜地崩壊」の順とする。 

各現象の整備の考え方については、土砂災害警戒区域ごとにハード対策の優先度を保全対象と

なる施設等の種別から定量的に評価し、評価値が高い区域から着手することを原則とし、保全対

象の規模や用地寄付の状況等を踏まえた事業化条件を加味して、事業着手とする。ただし、地す

べりについては優先度評価ではなく、滑動が確認された箇所について、事業化条件を加味して直

ちに事業着手する。 

また、立地適正化計画の防災指針に定められた防災対策・安全対策を行う居住誘導区域や、防

災移転支援計画に位置付けられた区域においては、今後保全対象が増減し、ハード整備の優先度

が変化していくことが見込まれるため、防災・減災まちづくりの計画等に合わせて、整備計画を

適切に見直し、整備箇所を検討する。 

なお、砂防関係施設の維持管理（更新）は、「埼玉県砂防関係施設長寿命計画」等、別途計画

に位置付ける。 

 

 ソフト対策の基本方針（警戒避難体制の整備） 

日ごろから危険な箇所や避難行動の重要性を周知し、土砂災害に対する住民の自主警戒避難を

促すことを目的とした平時からの対策と、土砂災害の危険度が高まった場合に、市町村の避難判

断や住民の避難行動に資するための情報を提供する対策を併せて推進し、警戒避難体制の強化を

図る。平時は、ハザードマップや現地標識の整備、防災訓練、出前講座などを実施し、出水時

は、土砂災害警戒情報の発表、土砂災害警戒情報システムによる土砂災害危険度情報の提供など

を実施する。 

 

 ソフト対策（防災・減災まちづくりとの連携） 

頻発・激甚化する自然災害に対応するため、砂防部局のみでなく、他の関係機関と連携し「流

域治水」の概念を踏まえた防災・減災まちづくりにより土砂災害リスクの減少を図る。 
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このため、市町村が作成する立地適正化計画の居住誘導区域からの土砂災害特別警戒区域の除

外や土砂災害特別警戒区域における開発許可基準の強化等が適切に実施されるよう、市町村に土

砂災害特別警戒区域の情報を提供する。 

また、都市部局と連携して、必要に応じて防災指針を策定する市町村を支援する。 

 

4.2 計画期間と達成水準 

上記の方針に基づいて設定した計画期間と達成水準を表 4.2.1、表 4.2.2 に示す。 

土砂災害防止対策の計画期間と達成基準は、短期を 5年、中長期を 30 年とする。なお、中長

期 30年は、短期 5年を含んだ期間である。 

中長期計画期間である今後 30年間で整備すべき区域は、前述のとおり、優先度評価の高い区

域から整備することを原則として、県として優先度の高い施設（避難場所、要配慮者利用施設

※）の立地する区域全てで事業着手、及び既存地すべり防止区域全てで概成することを目標に整

備区域数を定める。（※一部、施設以外の保全対象が無いことから例外となる区域あり） 

このうち、短期計画では、優先度評価の最上位に位置する区域について、最優先で整備を推進

することとしており、土砂災害特別警戒区域内に避難場所が位置する区域全てで事業着手し、早

期完成を目指す。また、地すべりについては概成していない既存地すべり防止区域全てで現地観

測を実施するとともに整備中箇所の対策工早期完了を目指す。（表 4.2.1） 

 なお、社会情勢の変化に伴いハード対策の優先度が変化することが想定されるため、将来の人

口減少、防災・減災まちづくりの状況、基礎調査の結果や災害発生状況に応じて柔軟に見直す必

要があることから、計画は５年ごとに見直しを行う。 

また、災害時には災害発生箇所の整備を優先し、被災した砂防関係施設の復旧（災害復旧事

業）の実施だけではなく、施設未整備箇所についても、条件が整う箇所は国の災害関連事業（災

害関連緊急砂防事業など）を積極的に活用し、砂防関係施設の整備を行う。 

ソフト対策については、短期では、全ての基礎情報となる土砂災害特別警戒区域の速やかな指

定完了を目指す。また、土砂災害警戒区域等の指定に合わせ、現地標識の設置など住民の警戒避

難に資する取組を短期目標期間中に完了し、速やかに効果を発揮させる。 

防災・減災まちづくりについては、市町村への土砂災害特別警戒区域等の情報の提供や特定開

発行為の審査を継続して実施するとともに、市町村や都市部局の動向を踏まえながら柔軟に対応

する。（表 4.2.2） 
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表 4.2.1 計画期間と達成水準（ハード対策） 

 

※短期５年の新規着手区域数は中長期３０年の着手区域数の内数 

 

 

表 4.2.2 計画期間と達成水準（ソフト対策） 
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 砂防関係施設の整備の考え方 

第４章では、土砂災害防止対策の方針を示した。本章では、土砂災害防止対策方針を踏まえ、

地すべり、土石流、急傾斜地の崩壊に対する施設整備の考え方、施設整備にあたっての優先度評

価について説明する。 

 

5.1 現象ごとの考え方 

 地すべり 

地すべりの対策工事は、地すべり法により都道府県の義務となっている。地すべりは被害規模

が大きく、影響範囲も広いため、公共性が高い事業である。一方で地すべり地形があっても変動

がない場合があり、変動がない時点での対応は困難である。 

以上より、地すべりは、日常巡視や干渉 SAR 解析による監視において、変状が確認された場合

に動態観測を実施し、地すべりによる滑動が疑われた場合に事業に着手する方針とする（図

5.1.1）。 また、すでに地すべりが発生している区域や地すべりするおそれのきわめて大きな区

域である「地すべり防止区域」については全て概成させる方針とし、概成するまで動態観測を行

う。（概成とは、対策効果が発揮されていること、あるいは地すべり滑動がないことを動態観測

で確認し、専門家等による判断が行われた状態をいう。） 

 

地すべりに対する施設整備の考え方は、以下のとおりとする。 

 日常巡視や、衛星画像を用いた干渉 SAR 解析で監視する（5年ごと）。 

 日常巡視、干渉 SAR解析、通報等により滑動が疑われた場合には動態観測を行う。  

 観測により地すべり滑動が確認された場合、最優先で直ちに事業化する。  

 土砂災害警戒区域（108 区域）のうち、地すべり防止区域（23区域）については、動態

観測や工事により全て概成させる。 

 

 

図 5.1.1 地すべりの監視のイメージ 
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地すべりに対する、事業化の条件は以下のとおりとする。 

 動態観測により地すべり滑動が確認されている。 

 地元の理解・協力（用地確保等）が得られる。 

 国の採択要件(人家１０戸以上または公共施設・公共的建物あり)※を満足している。 

※国採択要件については、別冊参考資料を参照 

 

なお、災害発生時は災害関連事業の採択要件や地元の協力見込みを踏まえ、可能な箇所につい

ては、災害関連事業による事業化を検討する。 

 

 土石流 

土石流の対策工事は、砂防法により都道府県の義務となっており、被害の規模は大きく、影響

範囲も広いため公共性が高い事業である。 

土石流対策工の施設整備は、土砂災害警戒区域ごとに優先度評価を行い、優先度評価の高い区

域から整備を行う方針とする。 

 

土石流に対する施設整備の考え方は、以下のとおりとする。 

 優先度評価の高い区域から整備を行う。 

 災害時は、被災箇所を優先して整備する。 

 

土石流に対する事業化（通常事業）の条件は、以下のとおりとする。 

 地元の理解・協力（用地確保等）が得られる。 

 県の採択要件(人家５戸以上または公共施設・公共的建物あり)を満足している。 

【県の採択要件】（砂防施設費） 

   以下の条件に該当する砂防施設を整備するもの 

    １）砂防法第２条の規定による砂防指定地内において、多量の土砂の流下から 

      人家５戸以上又は公共施設（鉄道、道路等）、公共的建物（官公署、学校、 

      要配慮者利用施設、駅、発電所等）、避難場所を保護するもの。 

 

   ※国交付金、補助事業の採択要件に合致するものは国交付金、補助事業での実施を 

    優先する。 

 

なお、災害発生時（＝土石流発生時）は災害関連事業の採択要件や地元の協力見込みを踏ま

え、可能な箇所については、災害関連事業による事業化を検討する。 

 

 急傾斜地の崩壊 

急傾斜地は、原則として土地の所有者等に土地を適正管理する責任があるため（土地基本

法）、土地所有者等による対策が困難・不適当な場合に限り、県で対策工事を実施することとす

る。ただし、急傾斜地の崩壊対策工事は受益者が限定され、他の現象に比べて公共性が低いた

め、事業の実施に当たり受益者負担が必要である（急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法
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律）。また、土地造成等により形成された急傾斜地（人工がけ）については、行為者に対策工事

の責務があることから、県が行う対策工事の対象としない。 

 

急傾斜地の崩壊に対する施設整備の考え方は、以下のとおりとする。 

 優先度評価の高い区域から整備を行う必要があるが、土地所有者等による施工が可能で

あれば県では整備せず、地権者等に情報提供する。（公的機関の土地の場合など） 

 受益者負担（用地寄付等）の調整が済んでいれば県で整備する。 

 災害時は、被災箇所を優先して整備する。併せて、市町村が主体となる「災害関連地域

防災がけ崩れ対策事業」に対して支援をする。 

 

 

急傾斜地の崩壊に対する事業化（通常事業）の条件は、以下のとおりとする。 

 地元の理解・協力（用地寄付）が得られる。 

 県の採択要件(人家５戸以上または公共施設・公共的建物あり、人工がけは除く)を満足

している。 

【県の採択要件】（急傾斜地崩壊対策費） 

   以下の条件に該当する急傾斜地崩壊対策施設を整備するもの 

    １）急傾斜地の高さが５ｍ以上であること。ただし、開発行為等により人工的に 

      造成された急傾斜地（人工がけ）は除く。 

    ２）人家５戸以上又は公共的建物（官公署、学校、要配慮者利用施設等）、避難場所 

      に倒壊等著しい被害を及ぼすおそれのあるもの。 

 

   ※国交付金、補助事業の採択要件に合致するものは国交付金、補助事業での実施を 

    優先する。 

 

なお、災害発生時（＝斜面崩壊発生時）は災害関連事業の採択要件や地元の協力見込みを踏ま

え、可能な箇所については、災害関連事業による事業化を検討する。 
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5.2 優先度評価の方法 

優先度の評価は、砂防関係職員へのアンケートの結果、階層分析法の一つである AHP 法を用い

ることとした。具体的には、区域に立地する保全対象の重要度を点数化し、土石流と急傾斜地の

土砂災害警戒区域すべてに点数をつけ、点数の高い箇所を優先度の高い箇所とする方針とした。 

 階層化意思決定法（AHP 法）の概要 

AHP 法とは意思決定の手法の一つで、複数の代替案の中からの選択、優先順位付け等に係る意

思決定について、主観的な判断プロセスを階層構造化し、多様な選択肢をそれぞれの重みをして

表現することで、数ある選択肢の中から合理的な意思決定を行おうとするものである。公共事業

の優先度の検討手法として採用された実績も多く、埼玉県においては、砂防施設の長寿命化計画

における対策優先度の考え方にも取り入れられている手法である。 

  

  

 

 

図 5.2.1 AHP 法の概要 

 

  

③ 総合評価値の算出 

① 階層図の作成 

② 評価基準の一対比較 

出典：宮城県 HP(農作物マー

ケティング活動の手引き) 
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 保全対象の重要度の評価 

保全対象の重要度は、下記（1）～（5）の項目で評価する。 

 避難所 

市町村の地域防災計画上に位置付けられている避難所を指す。 

 要配慮者利用施設 

自力避難が困難である災害時要配慮者の利用施設を指す。具体的には、社会福祉施設、学校施

設、医療施設等が該当する。 

 重要公共施設 

緊急輸送道路や鉄道等を含む重要交通網など、重要インフラ施設を指す。 

 公共的建物 

公共的建物は警察署、消防署、役場、公官庁、事業所、宿泊所、インフラ関係（発電所、浄水

場等）等を指す。 

 人家戸数 

人家については、戸数の規模によりランク分けして重要度を評価する。 

なお、上記①～⑤は、「土砂災害特別警戒区域」、「土砂災害警戒区域」どちらに位置するかに

よって優先度に差をつける方針とする。これは、「土砂災害警戒区域」のうち、「土砂災害特別警

戒区域」は建築物に損壊が生じ、住民の生命または身体に著しい危害が生ずるおそれがあるため

である。 

 

5.3 優先度評価の階層設定 

優先度評価の階層設定は、第 1階層で指定区域、第 2～3階層で保全対象を細分化し設定した

（図 5.3.1 参照）。 

 

図 5.3.1 AHP 法の階層の設定 
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5.4 重みの算出 

市町村と県職員の計 108 名を対象として、それぞれの階層において一対比較のアンケートを行

った（表 5.4.1）。 

その結果をもとに、各評価項目の重み付けを決定した（表 5.4.2、表 5.4.3）。 

表 5.4.1 AHP 法一対比較アンケート項目 

 

 

重要度の重き 9：1 7：1 5：1 3：1 1：1 1：3 1：5 1：7 1：9

記入例 A 1 B

優先すべき事項 重要な保全対象がある区域 災害ポテンシャル（災害の規模）の大きい区域

避難所 要配慮者利用施設

避難所 公共施設

避難所 公共的建物

避難所 人家

要配慮者利用施設 公共施設

要配慮者利用施設 公共的建物

要配慮者利用施設 人家

公共施設 公共的建物

公共施設 人家

公共的建物 人家

要配慮者利用施設 24ｈ型滞在型要配慮者利用施設 24ｈ型ではない要配慮者利用施設

第一次特定緊急輸送道路 第一次緊急輸送道路

第一次特定緊急輸送道路 第二次緊急輸送道路

第一次特定緊急輸送道路 鉄道

第一次特定緊急輸送道路 その他公共施設（※３）

第一次緊急輸送道路 第二次緊急輸送道路

第一次緊急輸送道路 鉄道

第一次緊急輸送道路 その他公共施設（※３）

第二次緊急輸送道路 鉄道

第二次緊急輸送道路 その他公共施設（※３）

鉄道 その他公共施設（※３）

人家1～4戸 人家5～9戸

人家1～4戸 人家10～49戸

人家1～4戸 人家50戸以上

人家5～9戸 人家10～49戸

人家5～9戸 人家50戸以上

人家10～49戸 人家50戸以上

保全対象の立地箇所 特別警戒区域（レッド） 警戒区域（イエロー）

事象 土石流対策事業 急傾斜地崩壊対策事業

右
の
項
目
が
圧
倒
的
に
重
要

右の項目

左
の
項
目
が
圧
倒
的
に
重
要

左
の
項
目
が
う
ん
と
重
要

左
の
項
目
が
か
な
り
重
要

左
の
項
目
が
少
し
重
要

左の項目

左
右
同
じ
く
ら
い
重
要

右
の
項
目
が
少
し
重
要

右
の
項
目
が
か
な
り
重
要

保全対象　

公共施設

人家数

右
の
項
目
が
う
ん
と
重
要

（※１）要配慮者利用施設：社会福祉施設、学校施設、医療施設
（※２）公共施設：ＪＲ、私鉄、高速道、国道県道、市町村道、その他の道路、河川、橋梁、他
（※３）その他公共施設は、上記（※２）から緊急輸送道路、鉄道を除いた施設となります。
（※４）公共的建物：警察、派出所（駐在所）、消防署（分団、分署）、県庁、市区町村役場、郵便局等の官公庁

事業所、宿泊所（ホテル､旅館､民宿､国民宿舎等従業員の常駐している施設）、駅、発電所､変電所（私設、企業用のものは除く）、

浄水場（簡易水道施設、水源池）、農協、漁協、森林組合、市民センター、文化会館、美術館、博物館、葬祭場、清掃センター、
ごみ処理場、廃棄物処分場、放送局

左右の項目を比較し、重要と思う方に数字の
「1」を入力してください。端に行くほど優先度
の重みの差が大きくなります。

比較しがたいものについては、無理に比較

せず中央の１：１を選択してください。
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表 5.4.2 評価項目の重み付け 

【第１階層】 

 

 

【第２階層】 

 
 
【第３階層】 

 

 
【第３階層】 

 

 

【第３階層】 

 

  

1.特別警戒区域 2.警戒区域 幾何平均 重み

1.特別警戒区域 1 5 2.24 0.833

2.警戒区域  1/5 1 0.45 0.167

指標 1. 避難所 2. 要配慮者利用施設 3. 公共施設 4. 公共的建物 5. 人家 幾何平均 重み

1. 避難所 1 3 3 3 5 2.667 0.435

2. 要配慮者利用施設  1/3 1 3 3 3 1.552 0.253

3. 公共施設  1/3  1/3 1 1 1 0.644 0.105

4. 公共的建物  1/3  1/3 1 1 3 0.803 0.131

5. 人家  1/5  1/3 1  1/3 1 0.467 0.076

1.２４ｈ型 2.24h型でない 幾何平均 重み

1.２４ｈ型要配慮者利用施設 1 3 1.732 0.750

2.２４h型でない配慮者利用施設  1/3 1 0.577 0.250

指標 1.第一次特定緊急輸送道路 2.第一次 緊急輸送道路 3. 第二次緊急輸送道路 4. 鉄道 5. その他 幾何平均 重み

1.第一次特定緊急輸送道路 1 3 3 3 3 2.408 0.394

2.第一次 緊急輸送道路  1/3 1 3 3 5 1.719 0.281

3. 第二次緊急輸送道路  1/3  1/3 1 1 3 0.803 0.131

4. 鉄道  1/3  1/3 1 1 3 0.803 0.131

5. その他  1/3  1/5  1/3 1/3 1 0.375 0.061

指標 1. 人家1-4 2. 人家5-9 3. 人家10-49 4. 人家50以上 幾何平均 重み
1. 人家1-4 1  1/3  1/5  1/5 0.340 0.061
2. 人家5-9 3 1  1/5  1/5 0.589 0.106
3. 人家10-49 5 5 1  1/3 1.699 0.305
4. 人家50以上 5 5 3 1 2.943 0.528
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表 5.4.3 評価項目の重み 

 

 

第１階層 第２階層 第３階層

項目 ウェイト１ 項目 ウェイト２ 項目 ウェイト３

避難所 0.435 - - 0.3624

24時間型 0.750 0.1581

24時間型でない 0.250 0.0527

第一次特定緊急輸送道路 0.394 0.0345

第一次緊急輸送道路 0.281 0.0246

第二次緊急輸送道路 0.131 0.0115

鉄道 0.131 0.0115

その他 0.061 0.0054

公共的建物 0.131 - - 0.1091

人家1～4戸 0.061 0.0039

人家5～9戸 0.106 0.0067

人家10～49戸 0.305 0.0194

人家50戸以上 0.528 0.0335

避難所 0.435 - - 0.0725

24時間型 0.750 0.0316

24時間型でない 0.250 0.0105

第一次特定緊急輸送道路 0.394 0.0069

第一次緊急輸送道路 0.281 0.0049

第二次緊急輸送道路 0.131 0.0023

鉄道 0.131 0.0023

その他 0.061 0.0011

公共的建物 0.131 - - 0.0218

人家1～4戸 0.061 0.0008

人家5～9戸 0.106 0.0013

人家10～49戸 0.305 0.0039

人家50戸以上 0.528 0.0067

0.105

人家 0.076

重み

特別警戒区域
（レッド）

0.833

要配慮者利用施設 0.253

公共施設 0.105

人家 0.076

警戒区域
（イエロー）

0.167

要配慮者利用施設 0.253

公共施設
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5.5 優先度検討結果 

土石流、急傾斜それぞれに対し、各区域における各種保全対象の有無等により、優先度評価値

を算出した。優先度評価値の算出例は以下に示す。 

【優先度評価値の算出例】 

＜算出式＞ 

優先度評価値＝第 1階層のみの評価項目×重み＋第 2階層のみの評価項目×重み＋第 3階層の

評価項目×重み 

＜計算例＞： 

・レッドゾーンに要配慮者利用施設 24 時間型あり 

・レッドゾーンに人家 1～4 戸あり 

・イエローゾーンに避難所あり 

・イエローゾーンに公共施設第一次特定緊急輸送道路あり 

・イエローゾーンに人家 10～49 戸あり 

 

優先度評価値＝RZ 要配慮者利用施設のうち 24 時間型（有り＝1）× 0.1581 ＋RZ 人家 1～4 戸（該

当＝1）×0.0039＋YZ 避難所（有り＝1）×0.0725＋ YZ 公共施設のうち第一次緊急輸送道路（有り＝

1）×0.0069＋YZ 人家 10～49 戸（該当＝1）×0.0039＝0.2453 

※RZ：特別警戒区域，YZ：警戒区域 

 

 

図 5.5.1 重みと優先度評価値の算出 

第１階層 第２階層 第３階層

項目 ウェイト１ 項目 ウェイト２ 項目 ウェイト３

避難所 0.435 - - 0.3624

24時間型 0.750 0.1581

24時間型でない 0.250 0.0527

第一次特定緊急輸送道路 0.394 0.0345

第一次緊急輸送道路 0.281 0.0246

第二次緊急輸送道路 0.131 0.0115

鉄道 0.131 0.0115

その他 0.061 0.0054

公共的建物 0.131 - - 0.1091

人家1～4戸 0.061 0.0039

人家5～9戸 0.106 0.0067

人家10～49戸 0.305 0.0194

人家50戸以上 0.528 0.0335

避難所 0.435 - - 0.0725

24時間型 0.750 0.0316

24時間型でない 0.250 0.0105

第一次特定緊急輸送道路 0.394 0.0069

第一次緊急輸送道路 0.281 0.0049

第二次緊急輸送道路 0.131 0.0023

鉄道 0.131 0.0023

その他 0.061 0.0011

公共的建物 0.131 - - 0.0218

人家1～4戸 0.061 0.0008

人家5～9戸 0.106 0.0013

人家10～49戸 0.305 0.0039

人家50戸以上 0.528 0.0067

警戒区域
（イエ
ロー）

0.167

要配慮者利用
施設

0.253

0.105

0.076

特別警戒
区域
（レッド）

0.833

要配慮者利用
施設

0.253

公共施設 0.105

人家 0.076

公共施設

人家

重み

黄色の着色項目に該当 
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 警戒避難体制の整備の考え方 

第５章では、砂防関係施設の整備の考え方を示した。本章では、市町村、他部局と連携したソ

フト対策を推進するため、平時における警戒避難体制の整備の考え方、出水時（危険度が高まっ

た時）における警戒避難体制の整備の考え方について説明する。 

6.1 平時からの取り組み 

土砂災害に対して実効性のある避難を確保するため、日ごろから土地の持つ土砂災害の危険性

や、避難行動の重要性を周知することで、住民の防災意識を向上させ、自主警戒避難を促す。 

 ハザードマップの充実 

市町村が作成する土砂災害ハザードマップの作成を支援、充実するため、オルソデータ（航空

写真）や土砂災害警戒区域等の GIS データ等を提供する。 

 

出典：埼玉県坂戸市 

図 6.1.1 土砂災害ハザードマップの例 

 

 基礎調査の高精度化 

基礎調査が完了した後においても、近年の測量技術の向上も踏まえ、数値標高モデル等の高精

度な地形情報等を用いて、土砂災害が発生するおそれがある箇所の抽出に努める。あわせて、市

町村等からの情報提供も踏まえて、土砂災害が発生するおそれがある箇所を調査・確認する等、

地形図や航空写真等から把握することが困難な箇所についても抽出するよう務める。 
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 避難を促す標識の設置 

住民の自主的な避難の促進を目的に、避難の必要な場所であることや避難先等を示した現地標

識を整備する。 

 図 6.1.2 土砂災害警戒区域標識の例  

 

 土砂災害に対する防災訓練 

土砂災害に対する警戒避難体制の整備を図ることを目的に、地域住民、市町村、都道府県、

国、防災関係機関による「土砂災害・全国防災訓練」を継続的に実施する。 

 

 出前講座の実施 

土砂災害とは何か、土砂災害防止施設の概要、土砂災害警戒区域等の指定など、埼玉県の土砂

災害防止対策について分かりやすく説明、周知するため、県の職員が、地域で行われる防災訓練

や、集会、団体の会議、学校の授業などと連携し、出前講座を継続的に実施する。 

出典：埼玉県 

図 6.1.3 防災訓練・出前講座の実施状況 
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 絵画作文コンクール 

次代を担う小・中学生に、土砂災害及びその防止についての理解と関心を深めてもらうため、

土砂災害防止に関する絵画・ポスター・作文の募集を継続的に行う。 

出典：埼玉県 

図 6.1.4 土砂災害防止に関する絵画・ポスター・作文募集の例 
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 土砂災害警戒情報システムとポータルサイト（アプリ）との連携 

災害発生時に活用できる情報や日頃の防災情報を、県民に届けるため、防災情報専用の県公式

スマートフォンアプリ「まいたま防災」（令和 2年 3月 9日リリース）と連携し、土砂災害警戒

情報システムの活用を図る。 

 

出典：埼玉県 https://www.pref.saitama.lg.jp/a0105/maitama/ 

図 6.1.5 「まいたま防災」の運用 
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6.2 出水時（危険度が高まった時）の取り組み 

土砂災害の危険度が高まった場合に、土砂災害に対して実効性のある住民避難を確保するた

め、市町村や住民を対象に以下の情報発信等の取組を行う。 

 県と熊谷地方気象台の共同で土砂災害警戒情報を発表および周知する（図 6.2.1）。 

 住民避難の参考となる情報として、土砂災害警戒情報システムによる危険度情報の提供と

「埼玉県 川の防災情報」への登録者にメールによるプッシュ配信を行う（図 6.2.2）。  

 土砂災害警戒情報発表時には、県土整備事務所長と首長のホットラインにより、土砂災

害警戒情報発表を直接連絡するとともに、避難指示の検討を依頼する。 

 埼玉県土砂災害観測システムにより、現地斜面の変化を感知し、市町村の防災対策への

活用を図る（図 6.2.3）。 

出典：埼玉県 
図 6.2.1 土砂災害警戒情報の発表 

出典：埼玉県 
図 6.2.2 土砂災害警戒情報システムによる危険度情報提供とメールによるプッシュ配信 

出典：埼玉県 

図 6.2.3 土砂災害観測システム構築による警戒避難促進 
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 防災・減災まちづくりとの連携の考え方 

 第６章では、警戒避難体制の整備の考え方を示した。本章では、防災・減災まちづくりとの連

携の考え方について説明する。 

国では、頻発・激甚化する自然災害に対応するため、災害ハザードエリアにおける新規立地の

抑制、移転の促進、立地適正化計画の強化など、安全なまちづくりのための総合的な対策を講じ

るため、都市計画部局と、市町村内の治水・防災部局や、関係する河川、下水道、海岸、砂防の

管理者等が連携して取組みを進めることとしている（図 7.1.1、図 7.1.2、図 7.1.3）。 

このため県では、市町村が作成する「防災指針」の検討にあたって、土砂災害の特徴と地域の

災害リスクの把握・共有、土砂災害リスクを考慮した防災まちづくりの推進に関する取り組みを

サポートする。 

また、ハード整備に関しては、新設される「まちづくり連携砂防等事業」を活用し、居住や地

域の基礎的インフラ等の集約化にかかる取り組みと連動したハード対策を展開することにより、

集約化を促進する地域のまちづくりにかかる取り組みをサポートする。 

 

 

出典: 国土交通省砂防部砂防計画課資料 

図 7.1.1 頻発・激甚化する自然災害に対応した「安全なまちづくり」概要 
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出典：国土交通省 立地適正化計画作成の手引き 
図 7.1.2 防災まちづくりの将来像、取り組み方針の例 

 

 

出典：国土交通省 立地適正化計画作成の手引き 
図 7.1.3 防災指針に基づく具体的な取り組みの例


